
施策目標ⅩⅣ－１－１

行政手続のオンライン化を推進すること

概要（事前分析表のポイント）



【概要】令和４年度事前分析表（施策目標ⅩⅣ-１-１）

１

基本目標ⅩⅣ： 国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること

施策大目標１： デジタル政府・デジタル社会形成に向け、厚生労働分野における情報化を推進すること

施策目標１： 行政手続のオンライン化を推進すること

現状（背景）

１. 利用者中心の行政サービス改革・行政手続のデジタル化

・ 利用者に質の高い行政サービスを提供するため、デジタル３原則に従い、行政手続等の原則オンライン化やオンライン利用率の引上げに取り組んで

いる（※１）。

デジタル3原則（国の行政手続きのオンライン化実施の原則）

① デジタルファースト 個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結

② ワンスオンリー 一度提出した情報は、二度提出することを不要に

③ コネクテッド・ワンストップ
民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワ
ンストップで実現

※１ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和３年12月24日閣議決定）」

では、法令に基づく国に対する申請等及び国に対する申請等に対する処

分通知は、オンライン化することが適当でない手続又は費用対効果が見合

わない手続を除き、添付書類の提出、本人確認及び手数料納付も含む手

続全体をオンラインで実施できるようにすることを原則とし、各府省庁は、

速やかにオンライン化の実現に取り組むこととされている。

課 題 １ 重点手続き（※２）に該当する厚生労働省所管手続のオンライン申請率（平成28年度）は12％であるため、利用者の視点に立ったオ
ンライン申請の利用を推進することが必要。

※２ オンライン利用拡大行動計画（平成20年９月12日IT戦略本部）」において、国民が広く利用するオンライン化された手続のうち、国民
や企業による利用頻度が高い年間申請等件数が100 万件以上のもの及び100 万件未満であっても主として企業等が反復的又は継続
的に利用する手続等とされているもの

達成目標１ デジタル手続法、デジタル社会の実現に向けた重点計画等に基づき、行政手続の原則オンライン化に向けた取組を計画的に進める。

【測定指標】太字・下線が主要な指標

１ 重点手続に該当する厚生労働省所管手続のオンライン申請率 （アウトカム）

２ デジタル手続法においてオンライン実施原則化の対象となる厚生労働省所管手続のうち、オンライン実施手続の占める割合 （アウトプット）



確認すべき主な事項（事前分析表）

背景・課題について

１
施策目標の実現に向けて、どのような課題があるかを過不足なく記載できているか。

（注１） 課題の分析に漏れがあると、その後に続く、達成目標の設定が不十分となる可能性あり。

達成目標について

２ 課題に対応した達成目標を設定できているか。

３
施策目標の実現に向け、適切にブレイクダウンできているか、抽象的なものとなっていないか。

（注２） 達成目標に含まれる内容が多すぎる場合は、適宜分割をすることも要検討。

測定指標、参考指標について

４ 達成目標の進捗度合いを測定する指標として、合理的な指標が設定されているか（達成目標と測定指標の関係性は明確か）。

５

測定指標はアウトプットとアウトカムの双方が設定されているか。

（注３） 最終的なアウトカムだけでなく、アウトプットと直接的な関係性のある短期的なアウトカムや、最終的なアウトカムを実現するための中
期的なアウトカムを設定することが望ましい。

６ 測定指標のうち「主要な指標」とそれ以外の指標が区分されているか。また、「主要な指標」とする理由は明確で、適切に選定されているか。

７ 当該年度の目標値が記載されているか。

８ 目標値は過年度実績や最終目標年度の目標値を踏まえ、適切な水準に設定されているか。

９ 指標の入れ替えが行われている場合、その理由について説明されているか。

１０ 目標値を設定することは困難だが、実績値を経年的に把握することで、評価の参考となる情報について、参考指標として設定されているか。

達成手段について

１１ 測定指標と関連する達成手段数が０となっていないか。

１２ 達成目標と関連する達成手段が多数になっているなど、達成目標と達成手段との関係が複雑な構造となっていないか。 （注２）参照
２



デジタル手続法※の概要

情報通信技術を活用した行政の推進の基本原則

行政手続における情報通信技術の活用 デジタル化を実現するための情報システム整備計画

民間手続における情報通信技術の活用の促進

• 行政手続（申請及び申請に基づく処分通知）について、オンラ
イン実施を原則化（地方公共団体等は努力義務）

• 本人確認や手数料納付もオンラインで実施 （電子署名
等、電子納付）

• 行政手続に関連する民間手続のワンストップ化

• 法令に基づく民間手続について、支障がないと認める場合に、
オンライン化を可能とする法制上の措置を実施

• オンライン原則や添付書類の撤廃を実現するための

情報システム整備計画、データの標準化、API（外部連携機能）の整備、

情報システムの共用化

行政手続のオンライン原則

添付書類の撤廃

• 行政機関間の情報連携等によって入手・参照できる情報
に係る添付書類について、添付を不要とする規定を整備

（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や本人確

認書類（電子署名による代替）等を想定）

行政手続の原則オンライン化等のために必要な事項

• 情報通信技術の利用のための能力等の格差の是正
（高齢者等に対する相談、助言その他の援助）

デジタル・デバイドの是正

①デジタルファースト：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する

②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要とする

③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現する

情報通信技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化・効率化を図るため、
行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項等を定める。

※行政手続オンライン化法、住民基本台帳法、公的個人認証法、マイナンバー法等を改正（R元年５月31日公布）

○行政手続オンライン化法の改正 ※法律の題名を「情報通信技術を活用した行政の推進等
に関する法律（デジタル行政推進法）」に変更

３



４

令和3年12月24日閣議決定



重点手続（①～㉑）：年間申請件数が100万件以上のもの、及び

企業等が反復的又は継続的に利用する手続

重点手続一覧（合計２１手続）

５

⑪健康保険被扶養者（異動）届、船員保険被扶養
者（異動）届

⑫健康保険・厚生年金保険賞与支払届、厚生年金
保険（船員）賞与支払届

⑬厚生年金保険被保険者住所変更届、厚生年金
保険（船員） 被保険者住所変更届

⑭国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書

⑮国民年金・厚生年金保険老齢給付裁定請求書
（ハガキ形式）

⑯年金受給権者現況届
⑰年金受給権者住所・支払機関変更届
⑱年金手帳再交付申請書

⑲国民年金第３号被保険者資格取得・種別変更・
種別確認・資格喪失・死亡・住所・氏名変更・生
年月日変更・性別変更届

⑳国民年金保険料還付請求書
㉑国民年金・厚生年金保険年金受給権者死亡届

①概算・増加概算・確定保険料申告書

②概算保険料の延納の申請

③雇用保険被保険者資格取得届

④雇用保険被保険者資格喪失届

⑤高年齢雇用継続基本給付金の申請

⑥健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額算定基
礎届

⑦健康保険・厚生年金保険被保険者報酬月額変更届

⑧健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届、船
員保険・厚生年金保険被保険者資格取得届

⑨健康保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届、船
員保険・厚生年金保険被保険者資格喪失届

⑩健康保険・厚生年金保険被保険者氏名変更（訂正）
届、船員保険・厚生年金保険被保険者氏名変更訂
正届


